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◆ 解 説

（1） SDoCは欧州では一般にDoC（Declaration of Conformity）とも呼ばれるが，製品の製造者

や供給者自ら（第一者）が規定要求事項への適合性を表明するという手法に違いはない。

（2） 一方，JISでは英語のSupplierという表現を“供給者”ではなく“自己”という表現に置き換え

たが，これは自らが適合性に責任を持つことを明らかにするためである。

（3） 供給者（自己）適合宣言とは，JISの定義を引用すれば，「製品，プロセス，要員又は機関

に対して，規定要求事項が満たされていることの実証を対象を，提供する人又は組織が実

施し，適合性を宣言する手法」のことである。以下，供給者（自己）適合宣言をSDoCと記す。
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◆ 解 説

（1） SDoCと第三者認証との制度上の比較及びそれぞれの長所・短所を比較するとスライド

のようにまとめることができる。

（2） それぞれに長所･短所があるが，事業者にとって採用の選択は，法的にSDoCが認めら

れている場合以外は，顧客や市場が適合宣言手法を受入れるかどうか，ということが判断

の根拠となる。
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◆ 解 説◆ 解 説

（1） スライドには，自己適合宣言作成の主体となる事業者にとって，特に法的規制の中心で

ある第三者認証制度が規制緩和などによってSDoCに変更（ SDoCの手法が採用）される

ことにより，どのようなインパクトが生じるかをまとめている。

（2） 事業者にとって， SDoCは適合性評価の活動を，外的要因に縛られず柔軟かつ迅速に（ ） 事業者にと て， は適合性評価 活動を，外的要因に縛られず柔軟か 迅速に

行え，技術革新にも即応できるという点で非常に合理的な手法であるといえるが，一方で

は透明性，客観性の観点から事業者の倫理性が問われることとなり，併せてSDoCを受入

れる社会基盤が不可欠となる。
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◆ 解 説◆ 解 説

（1） WTO／TBT協定の世界的な浸透と規制緩和の流れの中で，適合性評価の世界は第

三者認証からSDoCへの移行が各国で進行中であり，その採用国･地域の代表例をスライ

ドに示す。

（2） 本表から明らかなように，SDoCの基準となる適合性評価の要件は，その信頼性確保の（2） 本表から明らかなように，SDoCの基準となる適合性評価の要件は，その信頼性確保の

ため，

・適合性評価結果の信頼性を裏付ける試験機関の資格

・必要な技術資料の作成と保管

・SDoC対象であることを示す製品上への適合マーク

など 何らかの条件付けを行っている実態がわかるなど，何らかの条件付けを行っている実態がわかる。



◆ 解 説◆ 解 説

（1） SDoCに関する国際標準はISO/CASCO（適合性評価委員会）が1996年に発行した

ISO/IECガイド22が存在するが，基準があまり明確でなかったために前スライドで明らか

なようにSDoC発行要件が各国／地域で異なる状況であった。

（2） この状況を改善するため，2003年にガイド22の全面改訂作業が行われ，2004年に新た（2） この状況を改善するため，2003年にガイド22の全面改訂作業が行われ，2004年に新た

にISO/IEC17050-1，及びISO/IEC17050-2の二部構成で発行された。

（3） この国際基準は同時に翻訳JISとして発行されると同時に，国内産業界のSDoC手法へ

の理解を促進するため，追加的に「製品規格への自己適合宣言指針」としてJIS Q 

1000:2005が制定発行された。



◆ 解 説

（1） ISO/IEC17050-1の要求概要をスライドに示す。一般要求事項にあるように，SDoCの発

行者は，宣言対象の規定要求事項への適合，及びSDoCの発行，維持，拡大，縮小，一

時停止又は取消しに一切の責任を負わなければならないことを明確に規定している。

（2） また，SDoCは，第一者，第二者，第三者のいずれか又は組合せで適合性評価を実施

すると規定しており，一般的な任意の第三者認証を排除するものではないことに注意が必

要である。

（3） 次にSDoCの内容について，大別して，宣言対象，適用規格，適合性評価，及び宣言者

情報などが不可欠の内容となる。
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◆ 解 説

（1）次にISO/IEC17050-2の要求概要をスライドに示す。支援文書はSDoCから追跡可能

なようにトレーサビリティがなければならないということと，当局や顧客からの

要求に応じて利用可能でなければならないと言う点が重要なポイントである。

（2）また，支援文書の内容については，宣言の根拠となる適合性評価のためのサンプ

リング，適合性評価結果及び適合性評価機関の識別情報が主な規定事項である。

（3）支援文書はまた，その有効性を維持するための管理手順を持たなければならない。
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◆ 解 説

（1） 次に，JIS Q 1000の概要についてスライドに示す。これは，国内において適合性評価を

意図する製品規格JISに範囲を絞っていることが国際標準と異なる点である。

（2） また，SDoCの内容について，適用JIS識別のほか，「JIS Q 1000に基づく自己適合宣言

書」である旨の表示，及びその内容についての問い合わせ先が国際標準と異なる。

（3） SDoC手法はJIS認証制度とは別枠の手法ゆえ，当然ながらJISマークは製品上に付けるこ

とはできないが，「JIS Q 1000に基づきJIS ○ ○○○○に適合」の旨の文章表示は可能で

ある。

（4） さらに，SDoCの有効性の再評価が必要な根拠として，JIS認証制度に準じた苦情又は試

買検査情報を追加している。
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◆ 解 説

（1） 次に支援文書の内容について，これも現行のJIS認証制度に準じた適合性評価情報，例

えば，試験所認定情報や品質管理体制情報などが必要となる。

（2） 同時に適合性評価機関の国際的な合意グループ，例えばIAFやILACなどの会員情報

も必要となる。
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◆ 解 説◆ 解 説

（1） 利用者の便宜を考慮し，JIS Q 1000にはSDoCの様式例を添付しており，必要情報の記

入例をスライドに示す。

（2） 特にJIS固有の規定事項として，タイトルを「JIS Q 1000に基づく自己適合宣言書」とする

とともに，問い合わせ先情報も追加している。とともに，問 合わせ先情報も追加して る。
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◆ 解 説

（1） IECEE CB制度における認証機関の能力評価の手法は，相互査察が基本となる。相互査

察とは同等の知識･経験・能力を有するグループの参加機関が，相互にその同等性を査察

により検証することである。

（2） 認証機関の能力評価基準はISO/IECガイド65がベースとなるが，CB制度では評価者は

ISO/IEC17011に従う認定機関ではなく 同じ機能を持つ他の認証機関の専門家である点ISO/IEC17011に従う認定機関ではなく，同じ機能を持つ他の認証機関の専門家である点

で，一般の認定制度とは異なる。

（3） CB制度における相互査察の背景は，類似の製品分野の試験･認証を行う機関が，類似

の経験と技術的能力を生かしてCB制度への参加に相応しい認証機関かどうかを審査する

ものであり，専門性に裏打ちされた評価手法ということができ，特に強制法規の分野ではこ

れが広く認知されている。
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◆ 解 説

（1） CB制度における相互査察の流れをまとめるとスライドのようになる。すなわち，

① 候補機関がメンバーボディを通じてIECEE事務局に申請

② IECEE事務局はCB制度参加国の他NCBから3名の審査員を選任

③ 審査員が候補機関を訪問し査察し，報告書作成，事務局へ送付

④ 事務局はCB制度参加NCBに広くコメントを募集④ 事務局はCB制度参加NCBに広くコメントを募集

⑤ 参加NCBの合意が得られた後，CB制度を管理するCMC（認証管理委員会）にて

承認
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◆ 解 説

本スライドは，相互査察の基本ルールをCB制度の運営規則であるIECEE02から抜粋したも

のである。
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◆ 解 説

（解説なし）
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◆ 解 説

（解説なし）
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◆ 解 説（ヒント）

（1） p.4～5を参照のこと。

（2） JIS法についてはp.11～12の青字部分，CEマーク制度についてはp.7のCEマーク部分

を参照のこと。

（3） 製品の規定要求事項への適合を当事者が自ら表明するため，ルール遵守に関わる事

業者の倫理観，顧客や市場からの要求に応じていつでも評価結果を提示できる説明責

任，及びSDoCへの信頼性を維持し牽制するための適合性監視機能が必要である。

（4） 同じグループ内の類似分野の認証業務を行う他の認証機関が査察することにより，専門（4） 同じグル プ内の類似分野の認証業務を行う他の認証機関が査察することにより，専門

技術を駆使して能力評価を行うことができ，同等性の信頼性を確保することができる。一

方では，認証業務に係る競争相手を自らが認めるという点において利害関係が生じやす

い側面もある。
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